
様式　随意契約（物品役務等）

物品等又は役務の名称
及び数量

契約担当者の氏名
及び所在地

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした本学規定の根拠条文及び理由
（企画競争、公募等）

予定価格（円） 契約金額（円） 落札率
再就職の
役員の数

備考

滋賀医科大学で使用する電気
契約電力　5,800kW　年間使用
予定電力量  31,895,000kWh

国立大学法人滋賀医科大学
長　上本伸二
滋賀県大津市瀬田月輪町

令和5年9月19日
関西電力株式会社
大阪府大阪市北区中之島3
丁目6番16号

国立大学法人滋賀医科大学会計規程第４１条第１項ただし書き及
び国立大学法人滋賀医科大学契約事務取扱規則第３３条第１項第
５号による。
　令和5年6月26日付で入札公告した「滋賀医科大学で使用する電
気　契約電力　5,800kW　年間使用予定電力量  31,895,000kWh」
について入札書受領期限（令和5年8月17日）までに入札者がおら
ず不調となった。不調となった結果を受け、入札書を配付した電力
会社及び過去の電気契約会社に随意契約の交渉を行った結果、
関西電力株式会社のみ随意契約が可能であった。関西電力株式
会社の料金表より年間支出予定金額を算出した結果、本学の定め
た予定価格の範囲内であったため。

－ 536,573,650 － 単価契約

令和５年度国立大学法人滋賀医
科大学会計監査契約

国立大学法人滋賀医科大学
長　上本伸二
滋賀県大津市瀬田月輪町

令和5年7月31日
監査法人長隆事務所
東京都新宿区矢来町75番
地

国立大学法人滋賀医科大学会計規程第４１条第１項ただし書き及
び国立大学法人滋賀医科大学契約事務取扱規則第３３条第１項第
１号による。
　国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）第３５条において準用
する独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第３９条及び
第４０条に基づき、同法第４１条に定める資格を有する候補者を記
載した国立大学法人滋賀医科大学の会計監査人の候補者の名簿
を監事の同意を得て文部科学大臣へ提出し、候補者の監査法人長
隆事務所が選任されている。

－ 7,700,000 －

診療参加型臨床実習の充実に資
する各種シミュレータ　一式（搬
入、据付、配線、調整を含む）

国立大学法人滋賀医科大学
長　上本伸二
滋賀県大津市瀬田月輪町

令和5年5月8日
株式会社増田医科器械
京都府京都市伏見区竹田
藁屋町50番地

国立大学法人滋賀医科大学会計規程第４１条第１項ただし書き及
び国立大学法人滋賀医科大学契約事務取扱規則第３３条第１項第
５号による。
　令和５年４月７日付で入札公告した「診療参加型臨床実習の充実
に資する各種シミュレータ　一式(搬入、据付、配線、調整を含む)」
について令和５年４月２７日に開札したところ、予定価格に達する応
札がなく不調となった。その後、応札業者との価格交渉の結果、予
定価格の範囲内の金額提示を受けたため。

- 11,880,000 -

滋賀医科大学財務会計システム
保守業務

国立大学法人滋賀医科大学
長　上本伸二
滋賀県大津市瀬田月輪町

令和5年3月31日
株式会社ニッセイコム
東京都品川区大井１丁目４
７番１号

国立大学法人滋賀医科大学会計規程第４１条第１項ただし書き及
び国立大学法人滋賀医科大学契約事務取扱規則第３３条第１項第
１号による。
財務会計システムは本学の会計業務の根幹を成す重要なシステム
であり、本システムのトラブルは日々の業務に多大な支障を来たす
ものであるため、常時最良の稼動状態を維持する必要がある。その
ためには、本システムに精通した技術者による、プログラムサポー
ト、運用・機能強化支援等が必要不可欠であり、これらの業務を行う
ことは、本システムの製造元である株式会社ニッセイコムの技術者
以外では不可能である。

－ 8,504,100 -
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被曝放射線量の測定検査業務
一式

国立大学法人滋賀医科大学
長　上本伸二
滋賀県大津市瀬田月輪町

令和5年3月23日
長瀬ランダウア株式会社
茨城県つくば市諏訪Ｃ２２街
区１

国立大学法人滋賀医科大学会計規程第４１条第１項ただし書き及
び国立大学法人滋賀医科大学契約事務取扱規則第３３条第１項第
１号による。
本学では、教育、研究及び医療の様々な分野で放射線を取り扱っ
ている。被曝による放射線障害を防止するため、放射線障害防止法
第２０条、労働安全衛生法・電離放射線障害防止規則第８条及び医
療法施行規則第３０条の１８第２項に基づき、放射線業務従事者等
に対して、被曝放射線量の測定検査を行わなければならない。ま
た、測定検査は継続して行い、その結果を集計し、各個人ごとに厳
格に管理することも求められる。
これらの業務を請負わせるにあたり、本学は長瀬ランダウア（株）と契
約を締結し、平成１６年より現在に至っている。
該者が被曝放射線量の測定検査を毎月継続して行い、その結果を
集計し、該者製の被曝管理システム（EASY-2001）で個人ごとに厳
格に管理している。これにより、各個人の被曝放射線量の変化を厳
密に計測することが可能となっている。
他者と契約し請け負わせるに当たっては、該者より提供された２０年
以上の線量結果を他者の被曝管理システムに移行しなければなら
ず、膨大なデータの移行作業は時間とコストを要し、当該作業開始
時から終了時まで厳格な管理を求められる各個人の被曝量の変化
の計測において、空白期間が生じかねない。また、過去の被曝記録
を含めて個人データを管理することが重要となるため、対象者の累
積被曝線量の積算の一貫性も考慮する必要がある。このことから、
円滑かつ継続的な測定検査を実施し被曝放射線量の管理をするに
あたっては、引き続き該者と契約を締結する必要がある。

－ 4,997,850 - 単価契約

小動物用ブルカー製MRI
BioSpec47/40USR 年間保守業
務

国立大学法人滋賀医科大学
長　上本伸二　滋賀県大津市
瀬田月輪町

令和5年3月14日
ブルカージャパン株式会社
神奈川県横浜市神奈川区
守屋町3-9

国立大学法人滋賀医科大学会計規程第４１条第１項ただし書き及
び国立大学法人滋賀医科大学契約事務取扱規則第３３条第１項第
１号による。
本学実験実習支援センターに設置されている小動物用ブルカー製
MRI BioSpec47/40USRは、本センターの運営上及び本学の研究活
動の実施において、２４時間正常に稼動していなければならない重
要な装置であり、その定期的な点検、調整は必要不可欠である。
　本請負(保守)の実施にあたっては、本設備の性能、仕様等を熟知
し部品等の調達も容易であり、かつ、不測の事態の発生時において
も迅速、的確に対処できることが必要条件となる。
　そこで、上記の条件を満足し得る業者を調査したところ、本装置の
製造元であるブルカージャパン株式会社以外になく、他に競争の余
地はない。

－ 5,500,000 -

飼育排水処理設備保守点検作
業請負

国立大学法人滋賀医科大学
長　上本伸二
滋賀県大津市瀬田月輪町

令和5年3月8日

株式会社エイチ・エス・ピー
岡山県岡山市中区江崎56-
5

国立大学法人滋賀医科大学会計規程第４１条第１項ただし書き及
び国立大学法人滋賀医科大学契約事務取扱規則第３３条第１項第
１号による。
本学動物生命科学研究センター旧棟、及び平成１５年３月に竣工し
た動物生命科学研究センター新棟に設置されている飼育排水処理
設備は、本センターの運営上、２４時間正常に稼動していなければ
ならない重要な設備であり、その定期的な点検、調整は必要不可欠
である。
　本請負(保守)の実施にあたっては、本設備の性能、仕様等を熟知
し部品等の調達も容易であり、かつ、不測の事態の発生時において
も迅速、的確に対処できることが必要条件となる。
　そこで、上記の条件を満足し得る業者を調査したところ、本設備の
製造元である株式会社エイチ・エス・ピー以外になく、他に競争の余
地はない。

－ 5,596,800 -
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治験・臨床研究関連文書管理シ
ステム用タイムスタンプサーバー
一式

国立大学法人滋賀医科大学
長　上本伸二
滋賀県大津市瀬田月輪町

令和4年10月14日

東京都江東区豊洲2丁目2
番1号
富士フイルムビジネスイノ
ベーションジャパン株式会
社

国立大学法人滋賀医科大学会計規程第４１条第１項ただし書き及
び国立大学法人滋賀医科大学契約事務取扱規則第３３条第１項第
５号による。
　本学では治験データや臨床研究データを、規制を遵守した状況
で適正に管理・運用するために真正性、保存性、見読性を担保した
文書管理システムの整備を行っており、本文書管理システムを常に
正常稼働させなければ、学内の研究活動に多大な影響が生じるとと
もに、大学にとっても損害を及ぼすこととなる。
　今回本文書管理システムのタイムスタンプサーバーの経年劣化に
より、更新が必要となったが、本更新作業の実施にあたっては、本
文書管理システムの仕様等を熟知し、不測の事態の発生時におい
ても迅速に対処できることが必要条件である。
　そこで、上記の条件を満足し得る業者を調査したところ、本文書管
理システムの構築元である富士フイルムビジネスイノベーションジャ
パン株式会社以外になく、他に競争の余地はない。

－ 5,424,909 －

※予定価格及び落札率の欄の「－」は同種の他の契約の予定価格を類推される等のおそれがあるため公表しないもの。
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